
〈調査報告〉

中国における貿易大国から対外投資強国への
戦略転換に関する研究

衣 長軍＊

�．中国における貿易大国から対外投資
強国への戦略転換研究の重要性

人民元が上昇し、外貨準備高が増加し続け、

世界的貿易摩擦が持続的に過熱するポスト国際

金融危機の時期に、中国が対外直接投資（FDI）

を通じてグローバル・バリューチェーン

（Global Value Chain）へ踏み込み、国内経済構

造の合理化と産業構造の革新を実現することが

できるか、また FDIを通じ世界範囲で国際市

場を開拓し、新しい発展空間を獲得し、新しい

国際競争の優位を構築できるかどうかは、中国

の「第１２次５ヶ年計画」期において、経済の持

続的発展を可能とするカギになっている。

どの国も独自の国際化の発展経路がある。中

国は、立国から富国へ、さらに強国まで、すで

に３０年の壮大な改革開放の歩みを経て、経済の

グローバル化の程度が大幅に向上した。しか

し、全体的に見ると中国はまだ商品輸出大国に

すぎず、資本輸出小国であり、国際貿易から資

本対外投資への転換にはまだ成功していない。

外資利用が多いが、対外投資が少なく、資本流

入と流出のギャップが大きい。（表１）

国際競争が日々激化する中で、国際貿易とい

う方式だけに頼って国際経済に参与すること

は、経済グローバル化とグローバル・バリュー

チェーンの分業構造の中で優位性を獲得するこ

とは困難である。貿易は、ある程度のレベルに

達すると、必ず商品輸入国政府の関税あるいは

非関税障壁に遭遇する。単に「引き入れる」（外
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表１ 中国の FDI、外資利用、輸出額と輸出依存度の比較 （単位：億ドル）

年 商品輸出額 実際に利用
した外資

対外投資額
（中国側） 輸出依存度 差額

（流出‐流入）
資本輸出／
商品輸出

対外投資／
外資利用

１９９１ ７１９ ４３．６ ７．５９ ２７．５％ ‐３４．０１ １％ １／０．１７４

２００１ ２６６２ ４６８．８ ７．０７ ２０．１％ ‐４６１．７３ ０．３％ １／０．０１５

２００３ ４３８４ ５３５．５ ２０．８７ ２６．７％ ‐５１４．１８ ０．５％ １／０．０３９

２００５ ７６２０ ６０３．０ １２２．６ ３４．６％ ‐４８０．４ １．６％ １／０．２００

２００７ １２１８０ ８３５．２１ ２４８．４ ３７．１５％ ‐５８６．８１ ２．０％ １／０．２５０

２００９ １２０１７ ９００．３ ４７８．０ ３４．５２％ ‐４２２．３ ３．９％ １／０．５３１

２０１０ １５７７９．３ １０５７．３５ ６０１．８ ２６．８４％ ‐４５５．５５ ３．８％ １／０．５６９
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資導入）戦略に頼れば、先進国とそれらの多国

籍企業のグローバル戦略の展開を受け入れるし

かない。主体的に「外に向かう」（海外進出）

戦略を実施し、グローバルな視野で資源配置と

経済発展の構造を考慮することによって、初め

て経済グローバル化の中で世界産業構造の移転

という歴史的チャンスをつかむことができる。

国連貿易発展会議 UNCTAD『世界投資報告書

２０１１』によると、２０１０年に全世界の FDI総量

は１．３２兆ドルでストックは２０．４兆である。これ

を基数に推計すれば、２０１０年の中国企業の FDI

は、全世界 FDIのフローおよびストックのそ

れぞれ５．２％と１．６％に相当する。これは、輸出

貿易が世界１位（９．６％）、外資利用では世界２

位（８．２％）という大国の地位とは極めて不つ

りあいである。

貿易大国から投資強国へ、また商品輸出から

資本輸出へと向かうことは対外経済のモデルシ

フトの一般的な経験であり、必然的なトレンド

である。しかし、そこで問題なのは、この経験

とトレンドが中国企業の FDIが直面している

理論的困惑を変えることができないところにあ

る。逆に、この長期的で大きなトレンドの存在

を認識するほど、理論と現実の両面で中国企業

の「外に向かう」（海外進出）戦略の基礎と論

理を一層明らかにしなければならず、そうでな

ければ方向的な誤りをもたらし、マクロ経済に

重大な損失を与えるだろう。

FDI理論の発展を総合的に見ると、先進国を

背景にした伝統的な FDI理論にしても、発展

途上国の FDIを探ろうとする試みにしても、

実際上それらはすべて「独占優位」という概念

をめぐって展開している。近年、一部の国内学

者は「独占優位は FDIの原因ではなく結果で

ある。FDI自体は独占優位を求め、獲得する行

為である」などの考え方を提起しており、これ

は対外投資についての見方を一新した感があ

る。しかし、上述した発展途上国企業の「外に

向かう」（対外投資）理論の解釈は、伝統的な

FDI理論の基礎を一体どの程度逆転するのかに

は大いに疑問がある。その理論に基づき、中国

企業の「外に向かう」（対外投資）を指導でき

るかどうかは、一層慎重でなければならない。

現実から分析すると、２００８年の金融危機以

来、中国企業が発展しつつある FDI実践は、

上述した理論が明らかにした論理よりも、さら

に複雑で、曲折的かつ多彩である。しかし、利

益獲得とキャッシュフローを基準にすれば、中

国企業の海外合併・買収の７０％は失敗である。

その効果はよくなく、大変劣っているとさえ言

える。その点は、否応なく我々に中国企業の FDI

と、海外合併・買収の理論的基礎や論理、手順、

将来性をより理性的に考えさせる。

事実上、表１に示すようにポスト金融危機時

代において、中国 FDIの加速は、商品輸出か

ら資本輸出へ、資本集積戦略から資本波及戦略

へ、貿易大国から資本強国へ向かうことを追求

している。伝統的な「漸進式」や、ありきたり

の「追いつき式」産業構造向上の道筋への依存

から脱却し、貿易優位の獲得ではなくより高い

水準の資本競争優位を築くことへの転換の実現

は、国家の「第１２次５ヶ年計画」期の利潤獲得

モデルの転換と「追い越し」戦略を実現する必

然的な選択である。

明白な独占優位を欠いた後発の発展途上国に

とって、「第１２次５ヶ年計画」期に、先進国が

数十年、さらには百年もかけた企業のグローバ

ル化の道を歩みきることは、単純に先進国をま

ね、時間をかけ蓄積した独占優位の道を複製す

ることでは不可能である。強力な政府主導と大

国効果を通じて、ダイナミックな競争優位を築

き、中国の国情に基づく「発展途上大国総合優
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位 FDI理論」を構築し、一般のグローバル化

戦略とは異なる転換と、レベルアップの道を選

ぶべきだと考える。それゆえ、この理論研究は

重要な理論価値と現実的意味を持っていると考

える。

�．中国における貿易大国から対外投資
強国への戦略転換研究の基本内容

１．転換期または発展途上の新興大国とし

て、中国企業の FDIは急速に発展していると

同時に、学術界に対し重要な理論と実践的価値

を持つ独特な事例を提供している。国内外の

FDI理論研究の成果をサーベイした上で、本研

究は中国の「不均衡」、「不成熟」、「多元」、「転

換」という国情の特徴をベースにした「発展途

上大国総合優位理論」の枠組み及びその形成原

理、メカニズムを創造的に構築する。そして、

理論と実証という二つのレベルから、三つの主

体――国家主権基金、国営企業、民営企業の FDI

ミクロ行動を探る。

２．本研究は EVIEWSソフトとパネルデー

タモデル分析などの方法を用いて、中国の改革

開放以来の FDIが国際貿易に対する補完効果

（サブエフェクト）ないし代替効果、輸出奨励

策クラウディングインや逆輸入エフェクトとい

う類型の FDIの発展、FDIを通じた対外貿易の

牽引を実証研究する。また、対外投資共進化理

論やグローバル・バリューチェーン（GVC）

理論を用いて、FDI逆技術スビルーオーバー効

果を研究し、FDIの中国の GDPと国内就職率

及び人民元の為替レートなどの経済変数に対す

る内在的な論理関係や影響のメカニズム、規則

を定量的に研究する。

３．「引き入れる」（外資導入）と「外に向か

う」（海外進出）、「受動」と「能動」という双

方向の考えを研究視点として、構築した「発展

途上大国総合優位理論」に基づいて、大量の FDI

統計と調査データ、数学モデルと多数の典型的

な事例を用いて、中国の FDI促進因子戦略、

産業戦略、ロケーション戦略（バリューチェー

ンレベル）と投資協力方式戦略イノベーション

を実証分析する。

４．マクロ研究とミクロ分析を結合して、ポ

スト金融危機時代における人民元上昇、国内一

部産業の構造的な過剰、戦略資源と先進技術の

深刻な欠乏、貿易摩擦の過熱というマクロ背景

において、中国 FDIの企業のミクロ投資行動

を分析する。そのミクロでの企業分析の上で、

マクロにおける中国が貿易大国から投資大国戦

略へという戦略転換・レベルアップの問題を解

釈する。

�．中国における貿易大国から対外投資
強国への戦略転換研究の独創性

１．「発展途上大国の総合優位動態投資理

論」を創出する。優位蓄積、協同倍増と企業競

争力ダイナミックサークル理論を用いて、発展

途上大国総合優位の内生的な形成原理とメカニ

ズムに関する系統的な研究を行う予定である。

２．「第１２次５ヶ年計画」時期に、貿易大国

から資本輸出大国へ、外資利用大国から対外投

資強国へ転換し、また対外投資が国際貿易大国

への戦略転換牽引を実現することを新たに提起

する。

３．理論と実証という二つのレベルから、中

国における主権投資基金、国営企業、民営企業

の対外投資の動因、区域、協力モデルなどの戦

略シフトについて分析を試みる。FDIが中国の

産業構造と技術イノベーションに与える波及作

用、伝導と先導効果を検討し、国内産業の「空

中国における貿易大国から対外投資強国への戦略転換に関する研究

－２１３－



洞化」の防止や国内産業と技術再編成と合理化

の促進を検討する。また対外投資を通じたグ

ローバル・バリューチェーンへの踏み込みを通

じ、OEA―OEM―ODM―OBMの技術とグロー

バル・バリューチェーン全体のアップグレード

を実現し、産業の国際競争力を高め、我が国の

対外経済戦略転換を実現させることを論じる。

参考文献

Louis T. W ells: Third World Multinationals: The

Rise of Foreign Direct Investment from Develop-

ing Countries [M]. Cambridge, M ass: M IT

Press, 1983;

Mingqian Liu and Zongjun Wang. Culture Distance,

Host-country Risks and the International Expan-

sion model Choice: Evidence from China. Inter-

national Journal of Management & Enterprise De-

velopment, 2010, Vol.8, No.2: 103-116.

［付記］本論文は、２０１１年中国国務院華僑弁公

室 計 画 研 究 費（課 題 番 号：GQBY

２０１１０３４）、及び中国華僑大学中央大学

基本科学研究業務費専門研究費（課題

番号：JB-SK１１０２）に基づく研究成果

の一部である。

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第４号（２０１２．３）

－２１４－


	asia25

